
 

 

とう	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

１．研究の背景と目的	
 

千葉県は,2011年 3月 11日に発生した東日本大震災により,最
大震度6弱の激しく長い揺れに襲われた。この地震によって液状
化と津波2種類の被害を受け,死者20人,行方不明者2人の人的被
害,64,591棟の建物被害を受けた 1)。房総半島太平洋側の九十九里

地域では 3 回に及ぶ津波が観測され,なかでも県の北東部に位置
する旭市には関東地方最大の痕跡高さ7.6mの津波が襲来した2)。

旭市沿岸部は,江戸時代に漁業を目的とした浜集落が形成され,そ
れ以降現在に至るまで漁港として発展してきた。震災前,旭市北部
の飯岡漁港は千葉県内で 2 番目の水揚げ量を誇る規模であり,漁
港周辺の海沿いのエリアに漁村集落から発展した市街地が形成さ

れていた 3)。このため旭市では,県内で最多の 13人の死者が発生
した 4)。 
津波による浸水エリアに対しては,宮城県で震災直後に建築基
準法第 84 条に基づく被災市街地における建築制限が,その後,同
34条に基づく災害危険区域の指定に基づく建築制限が岩手県・宮
城県・福島県内の各被災自治体にて実施されている 5)。これに対

し千葉県では 2012年 2月に策定した千葉県震災復興および復旧
に係る指針にて,第3章の「復旧に向けた具体的な取組」2(1)①生
活再建の支援で,「被災住宅再建のための助成」「住宅再建資金の
助成」「応急仮設住宅の提供」「災害援護資金の貸付及び利子補

給」として金銭面での支援策が,第4章の「復興に向けた方向性」
2(4)地震・津波・液状化等の災害に強いまちづくりで,液状化被害
に対するボーリング調査や住宅の耐震化対策等のハード面での整

備が提示されているが,コミュニティ形成や土地利用に関する方

針は示されていない。また今後の防災に向けて,液状化エリアに対

する減災や地域内の共助の方針が言及されているものの,津波被

災エリアに関する具体的な対応は定められていない。これは千葉

県全体から見ると津波による被災エリアが限定的であったことや,

最も大きい被害を受けた旭市飯岡地区が都市計画区域外であった

ことに加え,後述するように計画策定時点で既に住宅再建が進ん

でいたことが影響している 6)。この結果,旭市の津波被害を受けた
エリアでは,建築制限や復興事業等が実施されない状態で,補助金
等の支援を受けて個別に現地再建が進んでいる。 
このような復興施策のもと,旭市では被災から約 3年後の 2014
年2月に復興住宅への入居が開始され,同年4月には全ての仮設住
宅を閉鎖し,住まいに関する復興がほぼ終了している 7)。また,本調
査を実施した2015年3月末時点で復興が完了してから更に1年
が経過しているため,現地再建による復興の意義や課題が検討可
能な段階になっていると考えられる。 
東日本大震災の津波被災地のうち,旭市と同様に現地再建が可
能なエリアとして,例えば塩竈市や多賀城市,石巻市の一部地区等
が挙げられる。また,阪神・淡路大震災ではいわゆる「白地地区」
と呼ばれたエリアがこれに該当する。阪神・淡路大震災では,密集
市街地の多くが白地地区となり,狭小宅地や接道不良,資金や権利
関係の問題からむしろ復興の遅れが指摘されてきた。しかし,市街
化区域と都市計画区域外では周辺も含めて市街化の状況が大幅に

異なるため,比較することは容易ではない。 
	
 一方,旭市と同様の都市計画区域外の集落を対象にした既往研
究として,澤田ら8)による中越地震の集落を対象としたもの,山崎9)

による阪神・淡路大震災の被害を受けた漁村集落を対象としたも

のが挙げられる。澤田らは中越地震において,仮設住宅での避難後
に 7 割が集落で生活再開をしている実態を踏まえ,現地再建が可
能であっても避難指示によって生活再開が不可能であった場合,
帰村率が低下する可能性を示唆している。これに対し旭市では,
ほとんど仮設住宅等に居住することなく現地再建が可能になって

いる。一方,八杉・塩崎ら 10)は阪神・淡路大震災の被害を受け,密
集住宅市街地整備促進事業を通じて復興まちづくりを進めている

淡路島内の都市計画区域外の漁村集落では,老朽化住宅の被害が
大きく撤去率が 80%を超える地区があること,狭隘道路の整備を
土地の形状を激変させず実現するためには共同建替えが重要であ

るが,権利関係等の問題により実際にはほとんど採用されていな	
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いことを示している。旭市では,こうした町並みを改良する面的な
事業は採用されておらず,被災後に防災を目的として国交省の通
常メニューである都市防災総合推進事業にて,新たに避難路とし
て海岸から内陸を南北に結ぶ12本の道路が指定され,うち3本が
優先整備路線として整備されることになった。また海岸沿いに避

難施設と避難タワー4ヶ所が整備されることになった。 
以上を踏まえ本研究では,現地再建が行われた旭市の都市計画
区域外の津波被災エリアにおいて,1)被災した住民がどのように
居住地の移動や再建を行ったのか,2)どのような条件が現地復興
に影響を及ぼすのか,について明らかにすることを目的とする。	
 
	
 

２．研究の対象と方法	
 

（１）研究の対象	
 

本研究では千葉県旭市の津波被災エリアを対象とする。旭市は

千葉県の房総半島北東部に位置しており,東京都心部から約
80km離れた自治体である。2005年7月に旭市とその周辺の海上
町・飯岡町・干潟町の4市町が合併し,現在の旭市が誕生した。合
併後の旭市の面積は 130.45㎢であり,震災直前の 2011年 3月 1
日時点の人口は69,918人,世帯数24,901,そして2015年8月1日
現在の人口は67,753人,世帯数25,450 12)と,震災後に人口は2,165
人減少,世帯は548増加した。図－1に示したように旭市内では旭
地区のみが非線引きの都市計画区域であり,その他の地区は都市
計画区域外である。また4地区の中で津波により直接被害が発生
したのは海沿いの旭地区と飯岡地区であり,本研究では全壊した
住宅数が最も多かった都市計画区域外の飯岡地区を取り上げる。 
	
 

（２）研究の方法	
 

まず津波被災エリアの震災による建築物の増減の動向を把握す

るために,2014年 8月に実施した市役所へのヒアリングによって
飯岡地区内の浸水エリア内の個々の被害状況等を把握した。次に

地図上での解析を行うためArcGISを用いて分析を行った。手順
としては国土数値情報に復興支援調査アーカイブによる浸水区域

の各データを重ね,次に建築物を震災前後の住宅地図に基づき形
態・居住者の情報を入力した。その後,2014年10月に現地調査を
実施し,1件ずつ訪ねて居住者の確認と用途の判定を行った。また
2015年9月,12月に再度市役所へのヒアリング及び現地調査を実
施し,住宅の再建状況等について確認した。 
	
 

３．旭市における現地再建の実態	
 

３－１．復興までの経緯	
 

（１）旭市の被災状況	
 

表－1に旭市内の各地区の被災住宅数を示す 13)。旭市全体では

津波により 455 棟の住宅が被害を受け,そのうち全壊した住宅数
が最も多く364棟だったのが飯岡地区であった。飯岡地区と同様
に海沿いの旭地区も津波の被害を受けているが,津波による全壊
住宅は91棟と飯岡地区の4分の1である。また,浸水エリアが内

陸方向約 500ｍの範囲であったことから,内陸側の干潟地区,海上
地区では津波による住宅の被害は発生していない。 
次に,図－2 に千葉県,旭市と,旭市内で被災した沿岸部の旭地区,
飯岡地区の人口・世帯数の推移を示す 14)。合併後の 2006 年を
100%とした場合の割合の変化を見ると,千葉県,旭市,旭地区の世
帯数は震災後も引き続き増加傾向にあり,2011 年と比較し 2013
年では旭地区では世帯数が0.3%増加している。一方で飯岡地区の
世帯数は 1.1%減少している。次に被害が最も大きく,世帯数も減
少している飯岡地区内の各字の人口・世帯数を表－2に示す 15)16)。

このうち直接津波の被害にあったのは7地区である。旧漁村の中
心部に位置する字飯岡には公共施設や銀行,住宅が多く存在する。
字の中では2番目に人口・世帯数が多く,人口密度は1561人/㎢で,
最も人口の多い字三川の人口密度 653人/㎢と比較すると 2倍以
上の人口密度であり,沿岸部に住宅が密集しているため津波の被
害が大きかった。字飯岡は震災前から世帯数が減少していたほか,
震災のあった2011年を100%としたときの2013年の人口比率が
91.3%と,とすべての字のなかで最も低い。これらの条件を踏まえ,
本研究ではケーススタディとして字飯岡を抽出し,建築物が震災

前後でどのように変化したのかについて分析を行う。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

表－１	
 各地区における被災住宅数	
 

 

図－2	
 2006年を100%としたときの世帯数・人口の推移	
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表－2	
 飯岡地区内字別の世帯数・人口	
 

 

図－1	
 旭市の位置と市内の地区11)	
 

 

表－1	
 各地区における被災住宅数	
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（２）旭市の復興計画における復興の方針	
 

2011年6月から,旭市では学識経験者や関係団体の代表者,区長
などの市民代表から構成された復興計画検討委員会により,復
興・復旧本部会議が 16回にわたって開催され,翌 2012年 1月に
旭市復興計画が公表された。 
住宅再建支援事業については, Ⅰ章「基本的な考え方」の 1 項
「被災者の生活支援」の中の「被災者の住宅再建支援」に示され

ている。ここには9つの事業が位置付けられており,それらは金銭
的援助,住宅の確保,相談窓口の設置の 3つに分類できる 17)。金銭

的援助に関しては国・県・市それぞれの制度を組み合わせて適用

している。特に 2013年 12月からは,市外への人口流出を防ぐた
め,市内に住宅を建設・購入または補修した世帯を支援する旭市津
波被災住宅再建支援事業が導入された。この事業においては立地

の条件等は設けられておらず,住民は都市計画区域外においても
住宅を建設・購入することができる。いずれの施策も,計画されて
いた期間より実際の実施期間が長くなっている。これらの施策に

よって,被害度合いによらず居住が困難となった場合や修理費が
著しく高額となる場合など,やむなく住宅を全部取り壊す場合は
基礎支援金として100万円が住民に支給された。この金額に上乗
せして,全壊・大規模半壊・半壊解体の世帯が市内に建設・購入し
た場合は最大 400万円,補修した場合は最大 200万円,半壊世帯が
市内で補修した場合最大 200 万円が支給され,一部損壊の世帯が
補修した場合は最大100万円が住民に支給された 18)。 
土地利用の方針としては,Ⅰ章「基本的な考え方」7項「計画の
基本方針」の「秩序ある土地利用」に示されている。事業の1つ
に「都市計画区域の指定」があり,「市内全域を都市計画区域に指
定することを視野に入れ,秩序ある土地利用を進めることで防災
上の安全を確保した安心で均衡あるまちづくりを推進します。」と

明記されているが,具体的な土地利用については示されていない。	
 
	
 

（３）復興まちづくり計画と津波避難計画における方針	
 

震災から2年後の2013年3月に,旭市は復興計画に引き続き復
興まちづくり計画と旭市津波避難計画を策定した。復興まちづく

り計画は復興や津波防災まちづくりに係る事業実施を目指す計画

として,津波避難計画は旭市において津波が発生した際の避難計
画として位置づけられている。これらは震災前から国土交通省の

事業メニューであった都市防災総合推進事業を,旭市の復興事業
の 1 つとして獲得することを目的として策定されたものである。
復興計画の中には図面等による記載がなかったインフラ整備につ

いて,復興まちづくり計画では避難路を 12本指定し必要に応じ改
良工事を計画すること,そのうち 3 本は優先整備路線として位置
づけられ現道拡張や新設によって浸水予測範囲外に位置する避難

所まで延長すること,そして新たに避難施設 1 箇所,津波避難タワ
ーを4箇所整備することが明記されている。優先整備路線は旭地
区に2本,飯岡地区に1本指定された。この前提となる「復興まち
づくり計画の基本的な考え方」のなかでは,「住民アンケートでは
8 割以上の住民が「被災前の地域で暮らしたい」と考えていると
いう結果が示され」たこと,「飯岡地区をはじめとする被災世帯で
は,実際に半数以上で再建計画が進んでおり,すでに新築や修繕等
により再建し,居住している住宅も増えてきた」との記述がある 19)。

このことから,2013年 3月時点で被災住宅の現地再建がかなり進
んでいた状況が推察される。 
津波避難計画では避難場所・避難路等の具体的な情報が,緊急時
の対応方法とともに地図やリスト等で示されている。国の計画の

修正や市内の津波避難拠点等の変更に伴い,2016年 2月に一部が
変更・公表されている 20) 。復興まちづくり計画に示された津波
避難タワーは 4 箇所すべてが完成しているが,避難施設と優先整
備路線の新設部については整備が進んでいない。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

（４）被災者に対する住まいの確保	
 

震災発生後の旭市の被災者の居住地確保に関する取り組みを表

－3に示す。震災直後に避難所は4ヶ所開設されたが,いずれも震
災から3ヶ月未満の2011年5月中に閉鎖している。東北地方で
は応急仮設住宅の建設が 8 月頃までずれ込んだのに対し,旭市は
内陸部の被害が沿岸部に比べ小さかったことから4月から応急仮
設住宅の建設が始まり,内陸部の公共施設が集約している旭地区
の文化の杜公園に 50戸,飯岡地区のいいおかふれあいスポーツ公
園に200戸建設され,5月に入居が完了した。その後仮設住宅の入
居期限が1年間延長されて2014年5月に復興住宅等への転居が
完了,応急仮設住宅が閉鎖された。復興住宅は全 33戸が飯岡地区
の仮設住宅の隣接地に１棟建設された。公共施設や国道の近くで

はあるが買い物や交通の便があまり良い場所ではない。入居者は

仮設住宅に居住していた単身の高齢者約3分の2を占めている22)。	
 

	
 

３－２．震災後の人の動き	
 

（１）被災後の住民の移動状況	
 

まず旭市内における被災後の住民の移動状況を把握するために,
旭市内の各地区別に住民が震災後から 2015年 3月末までにどの
ように移動したかを地区別に図－3に示した 23)。4つの凡例のう
ち,四角印は新規住宅の建設・購入,丸印は既存の住宅の補修,三角
印は賃貸住宅の新規建設もしくは契約を示しており,塗りつぶし
のある凡例は震災前と同じ敷地内に,白抜きの凡例は震災前と同
一の敷地内ではないが,同じ地区で行われた建設行為を示してい
る。矢印は他地区や他地域への移動を示す。 
津波の被害にあった旭地区と飯岡地区において,同じ場所で新
築された住宅が旭地区 23棟,飯岡地区 41棟,補修された住宅は旭
地区93棟,飯岡地区221棟存在する。飯岡地区内で同一の敷地内
で補修された建築物数が非常に多いことがわかる。また新築され

表－3	
 旭市における震災後の住宅復興に関する取り組み21)	
 

 

図－3	
 旭市内における世帯の移動	
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た建築物は,同一敷地内と同一地区で別の敷地内のものがほぼ同
数である。大きな被害を受けて新たに再建する際,同じ敷地内での
建設が困難であった場合,住み慣れた同一地区内に引き続き居住
する人が多いことがわかる。一方で震災後,他地区に移動している
数は,同一敷地内での補修や建設,同一地区内での補修や建設に比
べて圧倒的に少ない。最も被害が大きかった飯岡地区が地区外へ

の移動数が最も多いが,移動先で最も多いのは同じ海沿いで都市
計画区域の旭地区であり,内陸の干潟・海上地区への移動はほとん
ど見られない。なお,被災したが補修等を行っていない世帯も各地
区に存在する（☓印）24)。これらの建築物はもともと空き家だっ

た可能性が高いが,その数が飯岡地区では 90 棟と非常に多い 25)。

以上のことから旭市では,現地再建を可能とした場合に,どの地区
でも補修が選択される割合が非常に大きく,次に補修等を行って
いないもの,同一敷地内での新築,同一地区内での新築と続き,他市
や他地区への流出は少ないことが把握できた。	
 

	
 

（２）字飯岡地区における建築物の変化	
 

次にケーススタディとして飯岡地区の中心エリアである字飯岡

地区を取り上げ,震災前後の建築物の立地状況の変化について分
析した。飯岡地区における字飯岡の位置と,復興まちづくり計画・
津波避難計画の避難施設を図－4に示す。都市計画区域外であり,
土地利用規制としては全域が農業地域で,海に近いエリアに住
宅・商店が立地し,内陸側が農振農用地と森林地域になっている 26)。

沿岸部の一部は保安林である。字飯岡地区内には避難路が指定さ

れ,津波避難タワーが 1 箇所整備された。津波避難拠点には,既存
の小学校や団地が指定されている。 
字飯岡地区の震災前後の建築物の立地状況について震災前の

2009年を基準として,震災後の 2013年の住宅地図を用いてGIS
上で変化を分析した 27)。本分析においては,震災後の建築物の回復
度合を示すために,2009 年と比較した 2013 年時点における住宅
の割合を震災前比建築率として示す。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

2013 年の字飯岡地区において,浸水エリア内の震災前比建築率
は60.7%で,浸水エリア外の震災前比建築率は99.3%であった。津
波の被害を直接受けていない内陸部では,建築物の変化はほとん
ど生じていないことがわかった。 
	
 

（３）用途別の震災前比建築率	
 

字飯岡地区内の浸水エリアを対象に,震災前後の建築物の用途
別の立地状況の変化を把握する。図－529)は2009年時点の建築物
の用途別の立地状況である。都市計画区域外の漁村集落であるた

め,住宅と商業用途が混在している。また,エリア内には区民館な
どの公共施設も立地している。図－6 は 2013 年時点の用途別の
立地状況を,表－4は用途別の棟数と震災前比建築率を示したもの
である。住宅の震災前比建築率は57.5％,商店・事務所の震災前比
建築率は77.4％であり,住宅よりも商店・事務所の方が回復してい
る。 
	
 

（４）被災種別ごとの震災前比建築率	
 

被災種別ごとの震災前比建築率を把握する。図－7,8は,2009年
と 2013年の被災種別ごとの建築物の立地状況を示したものであ
る。被害認定を受けた居住系建築物 30)の被災種別の内訳を表－5
に示す。全壊の建築物の震災前比建築率は42.1%であるが,大規模
半壊以下の建築物の震災前比建築率は80%以上である。居住系建
築物全体でみると震災前比建築率は62.5%となる。被害の大きい
建築物がより減少している。 

 

表－4	
 字飯岡の浸水エリア内外における用途別の建築物数	
 

図－4	
 飯岡地区内における字飯岡の位置と避難関係施設28)	
 

図－5	
 字飯岡の浸水エリアの建築物の分布（2009年）	
 

図－6	
 字飯岡の浸水エリアの建築物の分布（2013年）	
 震災前比建築率 
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（５）空き家数の変化	
 

次に,震災前後の空き家数の変化を把握する。住宅地図において
名称の掲載されていない建築物を便宜上空き家と定義し,字飯岡
地区の浸水エリア内と外に区分して2009年と2013年の住宅・空
き家がどのように変化しているかを表－6に示した。 
浸水エリアの内外に関わらず,空き家の割合が半数近くを占め
ている。また浸水エリア内においては,震災前に住宅の45.6%が空
き家,浸水エリア外は住宅の 55.9%が空き家であり,浸水エリア内
より空き家数が多い。震災後,浸水エリア内では震災前の空き家の

30%に該当する 74 棟が減少し, 津波によって空き家の一部が撤
去されたと考えられる。一方,浸水エリア外では空き家が震災前と
比較して 24 棟,3.6%増加し,浸水エリア外は空き家が若干増える
傾向が見られた。すなわち,浸水エリアであることが原因で住民が
移動し,空き家が増えるという状況は見られなかった。これは,図
－3で示した移動と整合している。	
 
	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

図－7	
 字飯岡浸水エリアの被災種別の建築物(2009年)	
 

表－5	
 居住系建築物の被災種別棟数と震災前比

建築率	
 

図－8	
 字飯岡浸水エリアの被災種別の建築物(2013年)	
 

表－6	
 使用状況別の該当建築物の増減	
 

図－9	
 字飯岡浸水エリアの街区指定	
 

図－10	
 街区ごとの震災前比建築率と建築物数	
 

表－7	
 各列の建築物の接道条件別割合(2009年)	
 

表－8	
 各列の建築物の接道条件別割合(2013年)	
 

表－9	
 2009年と2013年を比較した時の震災前比建築率	
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（６）街区ごとの震災前比建築率の分析	
 

字飯岡地区の浸水エリア内を道路で区切られた街区ごとに区分

し,どのような条件の街区において震災前比建築率が高いかを分
析した。図－9に街区番号を示す。海に近い方から順にA列,B列,C
列と区分し,更に北から順に番号を振った。また建築基準法第 42
条に規定されている,幅員が4m以上の道路を黒く着色した 31)。一

部の道路は避難路に指定されている。図－10の縦軸に各街区別の
震災前比建築率,横軸に各街区別の 2009 年の建築物数を示した。
最も海に近い A 列の街区における震災前比建築率は 0%から
81.8%とばらつきがあるが,図中で震災前比建築率が 40%以下と
なっている街区はA列のみであることがわかる。B列は41.7%か
ら100%,C列は68.4%から100%の震災前比建築率となっており,
内陸部の街区になるほど震災前比建築率が高い。A列のうち震災
前比建築率が81.8%と最も高い10番街区は,ガソリンスタンドと
商店,そしてそれぞれの経営者の住宅が存在している。全体的に被
害は少なく,大規模半壊の商店と住宅は再建している。海沿いの道
路に接道している場所に新たに店舗兼住宅も建設された。なおこ

の 10 番街区の東側の道路は避難路に指定された道路に繋がって
いる。一方でC列のうち2番街区は震災前比建築率が68.4%と最
も低いが,減少した建築物は接道条件には左右されていない。 

4m 以上の道路に接道している建築物,4m 未満の道路に接道し
ている建築物,そして未接道の建築物,それぞれが各列に占める割
合を,2009年を表－7に,2013年を表－8に,そして表－9に 2009
年と比較した 2013年の建築物の震災前比建築率を示す。いずれ
の列においても未接道の建築物割合が減少していた。また,海に面
した A 列の震災前比建築率は 32.8%と非常に低く,低密な居住空
間が形成されている。B・C列は概ね60%以上の建築率で,接道条
件による震災前比建築率にあまり差はなく,再建により住環境が
改善している状況は見られなかった。	
 

	
 

４．考察	
 

以上を踏まえ,旭市の津波被災エリアにおける現地復興の特性
と課題について整理する。まず旭市の津波被災地は海沿いに位置

する非線引き都市計画区域の旭地区と,都市計画区域外の飯岡地
区の 2 地区であり,特に被害が大きかったのが都市計画区域外の
飯岡地区であった。震災直後に特段の土地利用規制が行われず,
復興計画が約1年後に策定されるまでに補助金等により個別に現
地再建が進んでいたため,復興計画では事後的に現地再建を認め
る形となった。また復興事業として新たなインフラ整備は実施さ

れず,震災から 2 年後に通常メニューの都市防災総合推進事業に
て避難路・優先整備路線の指定と避難施設の建設が決定された。

ただし,道路整備に係る事業実施は現在でも未定である。 
このような条件下において,浸水エリアの震災前と震災後の建
築物を比較した震災前比建築率は約 60%で,商業系用途及び半壊
以下の回復が相対的に高かった。被災による内陸側等への地域間

移動はほとんど見られず,大部分は改修で新築の場合も住み慣れ
た同一敷地や地区内に留まる住民が多いことが明らかになった。

空き家については,浸水エリアにおける減少と浸水エリア外にお
ける増加が見られ,浸水エリアであるということで空き家が増え
る状況は見られなかった。海からの距離別に立地を分析すると,
海に面した街区の建築物の減少が最も激しく震災前比建築率が

32.8%であり,内陸の街区は 70%以上の回復率だったが,接道の改
善等は見られず居住環境が改善しているとは言えなかった。 
津波被災エリアを対象とした土地利用計画や居住環境の改善に

対する特段の対策が取られていなかったことで,旭市の津波被災
エリアでは不均等な低密化が促進され,インフラの改善もされな
かった。また, 震災後に建設された復興住宅は被災エリアから離
れた内陸に建築されており,コミュニティの再生を難しくさせて

いると考えられる。津波の被害を最も大きく受けたエリアが都市

計画区域外だったこともあり,土地利用に関する具体的な方針が
描かれなかったと考えられるが,この結果,現地に再建した住民や
被災しなかった住民も含めた地域全体のコミュニティの維持が困

難になる可能性が懸念される。居住地の集約や接道状況の改善等

のインフラ整備を位置づけた地区レベルの土地利用計画策定の必

要性が示唆された。 
謝辞：本研究はJSPS科研費15H04092の助成を受けたものです。	
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